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消費税の円滑かつ適正な転嫁の確保のための消費税の転嫁を 

阻害する行為の是正等に関する特別措置法の遵守依頼について 

 

「消費税率及び地方消費税率の引上げとそれに伴う対応について（平成25年10月１日閣

議決定）」において、平成26年４月１日から消費税率（地方消費税を含む。以下同じ。）

を５％から８％に引き上げることとされており、消費税の円滑かつ適正な転嫁を確保する

観点から、「消費税の円滑かつ適正な転嫁の確保のための消費税の転嫁を阻害する行為の

是正等に関する特別措置法（平成25年法律第41号。以下「消費税転嫁対策特別措置法」と

いう。）」が平成25年６月５日に成立し、同年10月１日から施行されました。 

消費税転嫁対策特別措置法において、消費税の転嫁に係る様々な特別措置を講じている

ことから、その内容を解説した下記のガイドラインが公正取引委員会、消費者庁、財務省

から公表されるとともに、事業者が消費税転嫁に際し適切な措置を講じるよう、関係省庁

から関係事業者等に対し下記の要請文書が発出されています。 

貴職におかれましては、貴管下の関係事業者等に対し、消費税転嫁対策特別措置法及び

下記のガイドラインが遵守されるよう適切なご指導をいただくとともに、下記の要請文書

やパンフレットの周知にご協力いただきますようお願いします。 

 

記 

 

消費税転嫁対策特別措置法のガイドライン 

○消費税の転嫁を阻害する行為等に関する消費税転嫁対策特別措置法，独占禁止法及び下

請法上の考え方（平成 25年９月 10日 公正取引委員会） 

○消費税の転嫁を阻害する表示に関する考え方（平成 25年９月 10日 消費者庁） 

○総額表示義務に関する消費税法の特例に係る不当景品類及び不当表示防止法の適用除外

についての考え方（平成 25年９月 10日 消費者庁） 

○総額表示義務に関する特例の適用を受けるために必要となる誤認防止措置に関する考え

方（平成 25年９月 10日 財務省） 



 

関係省庁から関係事業者等への要請文書 

○「消費税率の引上げに伴う消費税の円滑かつ適正な転嫁について」（平成 25 年 11 月付

け 20131008中第５号経済産業大臣及び公取取第 238号公正取引委員会委員長通知） 

○「消費税の転嫁を阻害する表示の是正に関する特別措置について」（平成 25年 11月 15

日付け消表対第 522号消費者庁表示対策課長通知） 

 

パンフレット等 

○消費税の円滑かつ適正な転嫁のために（平成 25 年 10 月 内閣官房、内閣府、公正取引

委員会、消費者庁、財務省） 

○中小企業・小規模事業者のための消費税の手引き（平成 25年 10月 中小企業庁） 

 

以上 

 


